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技術再活用の促進要件
－特許引用情報を用いた推定－
犬　　塚　　　　　篤
同一企業内における特許引用を，顕在技術の再活用と埋没技術の再活用とに区分した上で，これらの技術
の再活用条件に関する探索的分析を行った。分析の結果，顕在技術の再利用は，必ずしも漸進的なもので
はないことが示された。また，再活用された技術の価値向上をもたらす要因に関する探索的分析からは，
顕在技術と埋没技術の再利用との間に幾らかの差異を見出す一方で，特許引用同士における同一発明者の
存在は，これらの価値向上に対し有意な寄与をもたらしていないことが明らかになった。
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１．はじめに
　特許庁（200₈）が実施した知的財産活動調査によれば，我が国における企業等の国内特許権所有権
数（200₇年度）は約10₉万件で，未利用件数はその内の約半数に達している。他方において，未利用
特許の流通を狙った特許流通促進事業の成約件数は１万件を超えたものの（工業所有権情報・研修館，
200₈），年間あたりの件数は頭打ちになっているようにみえる。
　技術の移転が困難であるのは，それが移転先の受け手の内面化を促す社会的影響活動に依存するか
らである（Argote and Ingram, 2000 ; Singh, 200₅）。技術移転における人材移動の必要性（Almeida and 
Kogut, 1₉₉₉ ; Galbraith, 1₉₉0 ; Song, Almeida and Wu, 2003）や，1₉₉0年代に盛んに流行した知識データ
ベース導入の失敗は，技術移転が単なる情報の移転とは異なる「技術知識の移転」であったことを証
明したものといえよう。技術の再活用とは本来，同一企業内においてすら，大変困難を極める課題で
あり，少なくとも何らかの組織能力とセットで考えなければ正しく理解することができない。以上の
点をふまえれば，企業内部と外部のアイデアを有機的に結合させることを狙ったオープン・イノベー
ション（Chesbrough, 2003）というコンセプトもまた，技術移転の現実をかなりの程度楽観視（ある
いは無視）したものだと言わざるを得ない。
　本論は，同一企業内における技術の再利用の現状を，特許引用情報を用いて推定しようというもの
である。特に，我が国に特徴的な特許制度のひとつである審査請求制度１に着目し，審査請求がされ
1 　審査請求制度自体は，我が国固有のものではない。たとえば，ヨーロッパ（EPC）出願では，サーチ・レポー
トの公開後，６か月以内に審査請求を行うことで審査が始まる制度が導入されている。
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た特許とそうでない特許を再活用する際に，どのような構造的差異がみられるのか（あるいはみられ
ないのか）について，定量的な事実を提供することを目的とする。
２．特許引用による推定
２．１．特許間引用と知識フロー
　特許引用を知識フローの代理指標として捉える見解は古くから存在し，またそれを裏付ける実証的
事実も数多く発見されてきた（Jaffe, Trajtenberg and Henderson, 1₉₉3 ; Almeida, 1₉₉₆ ; Singh, 200₅）。一
方，特許引用情報を用いることに疑問を呈する意見の大半は，審査官が登録審査の過程で付与するこ
とが多い我が国の実情では，引用先の特許に発明者が気づいていなかった可能性を排除できず，そこ
に知識フローを仮定することはできないのではないかというものである２。これについて和田（200₈ ; 
200₉）は，特許引用に関わった発明者を対象とした調査データをふまえ，少なくとも同一企業組織内
における審査官引用については，先行特許が発明の重要性に与えている可能性が大きく，何らかの知
識フローを仮定してよいのではないかと結論している。また，山田（200₉）も，日本の審査官引用情
報は，さまざまな特許属性データの中で特許のもつ価値を最も安定的に説明する属性であると主張す
る。
　本論では，これらの見解と同様，少なくとも同一企業間における審査官引用については，何ら
かの知識フローを示す指標になり得るという立場に立つ。多くの先行研究は，並行開発（parallel 
development）による知識フローの可能性を指摘しており（Teece, 1₉₇₇ ; Zander and Kogut, 1₉₉₅），発明
者が発明時点で先行特許に気づいていたか否か（情報源との直接的な接触の有無）だけが，知識フロー
を仮定する上での十分条件や必要条件であるようには思われない。むしろ，発明時点におけるさまざ
まな知識フローの可能性を網羅する審査官による引用の方が，知識フローを厳密に測定できていると
推察するだけの根拠は十分にあるといえる。
２．２．特許間引用の区分
　我が国の特許法（執筆時現在）では，出願日から３年以内に審査請求がされないと，登録に向けた
実体審査が開始されないことになっている。各企業では審査請求までの期間を利用し，他社の出願動
向などをふまえた上で，自社にとって真に必要な特許のみについて審査請求を行うことが多い。言い
換えれば，審査請求が行われなかった特許については，社内で発明されながらも使用されずに終わっ
た「埋没技術」であると大まかにみなすことができる。一方で，審査請求がされた特許は製品開発に
活用された可能性が高く，これを「顕在技術」と呼ぶことが許されるだろう３。
　審査請求された特許に対しては，特許庁等による先行技術調査が開始され，この過程において審査
官は，しばしば新規性や進歩性を拒絶するための引用特許や引用文献を付与する（審査官引用）。引
2 　米国においても審査官引用はかなり多く，特許１件あたりの審査官引用の比率は₆3％に上る（Alcacer, 
Gittelman and Sampat, 200₉）。ただし，その比率は出願人や審査官の特性や経験値によっても変化する。
3 　出願人が審査請求を行わない理由は他にも存在する。本論における区分は，あくまで分析上のものである。
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用される特許は，同一企業が出願したものばかりとは限らないが，仮に同一企業のそれであった場合
には，先の顕在技術と埋没技術の区分を用いて，次の２つのケースに分けて考えることができる。
　ひとつは，審査請求済の顕在技術が引用されたケースであり，本論ではこれを「顕在技術の再活用」
と呼ぶ。このケースにおける特許引用には，既に使用されている技術の延長的な活用，すなわち漸進
的（incremental）な技術開発を想定できる。これに対し，審査請求がされていない埋没技術が引用さ
れたケースを「埋没技術の再活用」と呼ぶ。ここでの引用関係は，一度埋没した技術が出口を変えて
再顕在した，革新的（radical）な技術用途の発見に相当すると仮定できるだろう（図１）。 
２．３．仮説生成
　上述の操作的区分をもとに，顕在技術や埋没技術の再活用がそれぞれどのような特徴を有している
のかについて，幾つかの仮説を立てながら考察する。
　まず，顕在技術の再利用は埋没技術のそれに比べ，漸進的な技術開発において多くみられるとする
ならば，前方特許の有用性は，前者が後者に比べて低くなるであろう。また，引用特許同士の間隔（日
数差）についても，前者が後者に比べて短くなると予想される。
　仮説１： 引用関係にある前方特許の有用性は，顕在技術の再活用の方が，埋没技術の再活用に比べ
て低い
　仮説２： 引用関係にある前方特許と後方特許との引用間隔（日数差）は，顕在技術の再活用の方が，
埋没技術の再活用に比べて短い
　一方，顕在技術としての後方特許は，潜在技術に比べて容易に引用されるだけの顕在性を有してい
ることが多いと思われる。たとえば，後方特許の発明に多くの人が携わっていることは，社内で“発
見”される可能性を高めるに違いない。また，後方特許がカバーする技術領域も，おそらくは広い方
が応用可能性も高く，当該技術の顕在性を高めることにつながると考えられる。
　仮説３： 引用関係にある後方特許の発明者数は，顕在技術の再活用の方が，埋没技術の再活用に比
べて多い
図１　特許引用関係の２つの区分
時間
後方特許（審査有）
????????
●
後方特許（審査無）●
○ 前方特許
埋没技術の再活用
顕在技術の再活用
－17－
犬　塚　　　篤148
　仮説４： 引用関係にある後方特許の技術領域は，顕在技術の再活用の方が，埋没技術の再活用に比
べて広い
　最後に，引用特許間の直接的な知識フローの可能性を検討したい。容易に想定できる可能性は，同
一発明者による知識フローである（Almeida, 1₉₉₆ ; Singh, 200₅）。ただし，同一発明者の存在は，技
術の発見を促進する一方で，発明の方向性を既存技術の延長上に導いてしまうことがあり得る。した
がって，引用特許間における同一発明者の存在は，埋没技術の再活用よりは，漸進的な応用開発に相
当する顕在技術の再活用において，より多く確認できるに違いない。
　同様に，引用特許間の発明内容の類似性も，漸進的な技術開発を促進する理由のひとつとなり得る。
すなわち，引用特許間における技術領域の近さは，埋没技術の再活用よりは顕在技術の再活用におい
て，より多く観察されると予測できる。
　仮説５： 引用関係にある前方特許と後方特許の発明者の一致確率は，顕在技術の再活用の方が，埋
没技術の再活用に比べて高い
　仮説６： 引用関係にある前方特許と後方特許の技術領域の一致確率は，顕在技術の再活用の方が，
埋没技術の再活用に比べて高い
　上記仮説の検証に用いる変数について，次項で詳説する。
３．記述分析
３．１．分析対象とデータ
　仮説検証にあたり，自動車３社（トヨタ，ホンダ，日産），プリンタ３社（キヤノン，リコー，エプソン），
ICT ２社（NEC，富士通）を分析の対象とした。まず，各社を出願人・権利者に含む４公開系特許（公開，
公告，公表，再公表）について，株式会社野村総合研究所が提供するサイバーパテントデスク２から
書誌情報を入手し，さらに筆者らが発明者名単位での名寄せ（備考）を行った。その上で，1₉₈0年１
月から1₉₉₉年12月末日までを基準日５にもつ特許を前方特許とし，これら特許に関する調査時点（2010
年12月末日）までの審査官引用情報をもとに，同一企業を出願人・権利者に含む自己引用のペアデー
タを抽出した。ここで，前方特許の基準日は後方特許のそれより１日以上経過したものに限定し，分
割出願等における親子・子同士などの関係を除外した。次に，これらのペアデータについて，後方特
許の審査請求の有無をもとに，顕在技術と埋没技術の再活用とに区分した。
4 　調査時点（最新）において，当該企業名を出願人および権利者に含む特許を指し（権利未確定の場合は出願
人のみを考慮），いずれも完全一致条件で抽出した。
5 　遡及した出願日（分割・修正の場合は親出願日），国際出願日，優先日（国内優先，パリ優先）のうち早い
日をいう。
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３．２．変数
　抽出されたペアデータについて，以下の変数を用意した。
　・前方特許登録
　　 調査時点で，前方特許が登録されていた場合に１，未登録であった場合に０が与えられるバイナ
リ値。
　・LN前方特許被引用数
　　 調査時点で，前方特許が後続特許によって引用された回数。分布の歪みをふまえ，自然対数を取っ
たもの。
　・LN引用間隔
　　 前方特許の基準日から後方特許のそれを差し引いた日数差。分布の歪みをふまえ自然対数を取っ
たもの。
　・前方特許発明者数，後方特許発明者数
　　前方・後方特許それぞれの発明者数。
　・前方特許IPCクラス数，後方特許IPCクラス数
　　 前方・後方特許それぞれに付与された独自IPCクラス数６。当該特許に関する技術領域の広さを示
6 　特許には，その内容がもつ技術分野を示す国際特許分類（IPC）に基づく記号が付される。IPCは発明に関す
表１　書誌情報の検索条件と該当特許数
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す代理変数とした。
　・発明者一致率
　　 前方・後方特許に関わる全ての発明者の内，同一発明者が存在する割合。たとえば，前方特許が
発明者A，B，Cの３名による共同発明で，かつ後方特許がA，C，D，Eの４名によるそれであっ
た場合は，関わった全発明者（AからEの５名）の内で同一発明者（AとCの２名）が存在する割
合の0.4を，当該ペアデータに対し与えた。
　・IPCクラス一致率
　　 発明者一致率と同様に，前方・後方特許それぞれに付与された独自IPCクラス数の内，同一の
IPCクラスが存在する割合を算出した。
３．３．結果と仮説検証
　上述の変数について，顕在技術，埋没技術の再活用それぞれのケースについて各社ごとに求め，そ
の平均値と差の検定を行った結果を，表２ 〜 ４にまとめた。
　前方特許の活用状態である登録率とLN被引用数については，埋没技術の再活用が顕在技術のそれ
に比べて多い事実はほとんどなく，埋没技術を再活用したからといって，生み出された特許の価値は
特に向上していない（仮説１を不支持）。ただし引用間隔については，埋没技術の再活用のケースの
方が，潜在技術のそれに比べて有意に長く，埋没技術の再活用においては，既存技術を拙速には用い
ていない傾向が見出される（仮説２を支持）。
　次に，発明者数については，後方特許のみについて，全てのケースでおいて有意な差を認めた。 
IPCクラス数についても，後方特許のそれについて概ね有意な差が存在する（仮説３と仮説４を支持）。
発明者数の多さや技術領域の広がりが顕在技術の再活用において顕著に認められることをふまえれ
ば，顕在技術はある程度“顕在”な特徴を有しているといえそうである。
　一方で，発明者一致率についても全てのケースで有意な差が認められ，顕在技術の再活用では，同
一発明者が知識のキャリア（伝播役）となりやすいことが確認された（仮説５を支持）。ただし，IPC
クラス一致率については差が認められないケースもあり，埋没技術の再活用が，非関連技術領域での
再活用を積極的に促すというわけではないようである（仮説６を不支持）。
　以上の結果をふまえると，「埋没技術の再活用は，後方特許の顕在性に基づかない技術開発に相当
する」という仮定は，概ね正しいといえそうである。ただし，生み出される特許の価値向上に寄与す
るとは必ずしも言えない。
る全技術分野を段階的に細分化したもので，技術分野をA 〜 Hの８ つのセクションに分け，さらに各セクショ
ンをクラス，サブクラス，メイングループ，サブグループと階層的に細展開する体系を有している。なお，使
用したIPCは最新（調査時点）のものである。
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４．議論（探索的分析）
４．１．探索的分析の狙い
　前節では，本論で定義した埋没技術の再活用が，必ずしも価値向上に結びつかないことが示された。
表２　各変数の平均値と差の検定（自動車３社）
表３　各変数の平均値と差の検定（プリンタ３社）
表４　各変数の平均値と差の検定（ICT ２社）
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本節では，生み出された特許の価値向上をもたらす要因を明らかにするために，前方引用の活用状態
をもとにした探索的分析を行う。
　検討する前方特許の活用状態は，登録の有無と被引用数である。前者は出願人（主として発明者の
所属する企業）による有用性判断，後者は第三者による技術的価値を表す指数とみなすことができる。
ただし，共にその状態が確定するまでには，一定期間の経過を要することに注意を払う必要がある。
具体的には，本論で対象とする前方特許については調査時点で11年以上が経過しており，この11年が
登録の有無や被引用数の確定に十分な期間であるかを見定めなければならない。
　はじめに，登録の確定時期について検討すると，本論で考察する1₉₇1年から1₉₉₉年までを基準日に
もつ特許は，基準日から登録までに平均で7〜9年程度の期間を要していた。さらに，山田（200₉）の
統計によれば，出願された特許の登録率は，出願からおよそ10年経過して後に急激に減少する傾向に
ある。これらの事実から，本論の分析対象となる特許の登録審査については，概ね完了したものとみ
なして良いだろう。
　一方で，被引用数については慎重な扱いが必要である。再び山田（200₉）の統計によれば，出願さ
れた特許は11年以上経過した後も頻繁に引用されており，調査時点における被引用数の確定は切断バ
イアスをもたらすことになる。そこで本論では，経過日数（分析対象の基準日初日である1₉₈0年1月1
日から，前方特許の基準日までの日数差。分析上は，分布の歪みをふまえ自然対数を取った）を制御
変数として加え，この切断バイアスを考慮した。ただし，被引用数は調査時点において確定した情報
とはいえず，これら制御変数を加えたとしても，分析結果は参考程度に留めるべきであろう。
４．２．結果
　表５〜７は，前方特許の登録を従属変数とした二項回帰モデル式による推定結果をまとめたもので
ある。いずれも，顕在技術と埋没技術の再活用との間における際立った傾向差を確認できない。強い
て挙げれば，埋没技術の再活用は顕在技術のそれに比べて「LN引用間隔」に対する寄与がやや正に
傾斜する傾向が共通して見出される。これは，埋没技術は顕在技術に比べ，時間が経過した比較的古
い技術を再活用した場合に，有用な技術が生まれやすいことを意味するもので，おそらくは革新的な
技術の再活用に相当するものであろう。同様に，「IPCクラス一致率」の寄与が負に傾斜しているこ
とから，新しい技術分野への応用によって，価値向上が達成されていることがわかる。
　ところで，多くの研究によれば，引用特許間の知識フローにおいては，人材移動が強力なメカニズ
ムであることが示されており（たとえば，Almeida and Kogut, 1₉₉₉ ; Song, Almeida and Wu, 2003），同
一発明者の存在は，有用な技術を生み出す正の効果，または発明の方向を制限する負の効果をもつと
予想される。しかし，本分析結果によれば，発明者一致率の寄与がほとんどみられず，そうした効果
を確認することができない。
　以上のことは，前方特許の被引用数を従属変数とした結果についてもほぼ同様である。表８ 〜
１０によれば，埋没技術の再活用は顕在技術の再活用に比べて，「LN引用間隔」に対する寄与がやや
正に傾斜をもち，また発明者一致率がほとんど寄与しない。さらに，前方特許側の発明者数やIPCク
ラス数の寄与がほぼ共通して有意であることをふまえると，価値向上をもたらす要因は，前方特許側
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のそれに大きく依存しているようである。ただし，いずれもモデルの適合度は高くなく，他の潜在的
な変数を検討していく必要があるだろう。
表５　前方特許登録に対する回帰分析結果（自動車３社）
表６　前方特許登録に対する回帰分析結果（プリンタ３社）
表７　前方特許登録に対する回帰分析結果（ICT ２社）
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表８　前方特許被引用数に対する回帰分析結果（自動車３社）
表９　前方特許被引用数に対する回帰分析結果（プリンタ３社）
表10　前方特許被引用数に対する回帰分析結果（ICT ２社）
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５．おわりに
　本論では，同一企業を出願人・権利者にもつ特許の自己引用を，顕在技術と埋没技術の再活用とに
区分した上で，両者の特徴の差異や再活用された特許の有効性に関する探索的分析を行った。その結
果，後方特許に関する顕在性の違いは概ね確認されたものの，生み出された技術の価値向上をもたら
すという事実は特に発見されなかった。他方で，前方特許の登録有無を従属変数とした探索的分析か
らは，その規定要因について幾らかの傾向差を見出したものの，先行研究が示すような，同一発明者
による知識フローの可能性を見出すことはできなかった。
　本論が行った分析は未だ探索的な意味あいが濃く，厳密な意味での仮説検証を試みたものではない。
さらに，分析結果をふまえると，ここで行った幾つかの操作的定義にはやや無理な仮定が含まれてい
たように思われる。今後は，得られた事実をもとに，より詳細な分析を重ねていきたい。
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備考：名寄せについて
　電子化が進む以前の特許出願情報については，データベース各社による手入力が行われていたこと
に基づく入力エラーや判別不能データを含んでいる。また，電子化以降のデータについても，弁理士
等による入力や変換ミスを思わせるデータが存在する。本論で用いる発明者名については，特にこの
ような固有のゆれが多く存在するため，分析にあたっては名寄せ作業が不可欠となる。
　名寄せをどのような基準で行うべきかに関する明確な指針はないが７，本論では下記の基準に示す
ように，疑わしき同一名については極力別人物であると判定する方針で名寄せを行った。
①発明者の抽出と共同発明者一致率の算定
　発明者情報の欠損値を，PATOLIS-Jデータベースや特許庁の特許電子図書館を用いて手入力で補完
した後に，プログラムを使って全発明者を一旦抽出した。続いて，これら全発明者と１文字違いの発
明者とのペアリストを作り，特許数の少ない発明者（同一特許数である場合は，共同発明者の少ない
方）を基準とし，当該発明者の独自共同発明者と，もう一方の発明者のそれとが一致する確率（以下，
共同発明者一致率）を算出した。
②発明者名寄せ
　共同発明者一致率に基づき，次の基準で名寄せを行った。
⑴　共同発明者一致率が1の場合（完全一致条件）
　 読みが一致していれば基本的に同一発明者とみなした。ただし，下記の例のような頻出する違いの
場合は，読みが異なっていても同一発明者と考えた。
　例：宜と宣，昌と晶，菅と管，堀と掘，堤と提など（その他，字体が酷似している場合は，⑵の条
件をもとに判定）
⑵　共同発明者一致率が0超1未満の場合（部分一致条件）
　下記のどれかが満たされていれば同一発明者とみなした。
　・自宅住所が，1か所以上一致していること
　・特許番号の連番で確認されること
　・字体は明らかに異なるが同一とみなせるもの（島と嶋，斉と齋など）
　・比較的多く確認される違いで，かつ同一発明者一致率が1に近いこと
　　例：通と道，享と亨，善と喜，考と孝，允と充，昭と明，郎と朗，明と朗，卓と貞など
　・その他，名前自体が珍しく，入力ミス以外には想定困難な違い
7 　Trajtenberg, Shiff, and Melamed（2006）は，米国の特許出願情報を用いて，同一発明者判定に関する興味ある
試みを行っている。しかし，どのような基準を用いたにせよ，Type-ⅠおよびType-Ⅱエラーの発生を回避できな
い。
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Factors facilitating technology reuse
- An estimation from patent citation data-
Atsushi Inuzuka
Based on the classiﬁcation of patent citations within the same ﬁrm as the reuse of actualized technologies and 
one of buried technologies, this paper exploratory examined the conditions which facilitate technology reuse. 
The results implied that actualized technologies were not so incremental. Also, from an exploratory analysis 
to ﬁnd the factors for valuing the reused technologies, the author conﬁrmed some differences with the results 
between the case of actualized technology and one of buried technology, however, the same inventors on citing 
and cited patents had no signiﬁcant contribution to these values.
Keywords: buried technology, manifest technology, technology reuse, patent citation, examination request
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